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 震災前からの高台展開を目指して 

  美波町由岐湾内地区の事前復興まちづくり 

 

  徳島県美波町役場由岐支所 

主査 浜大吾郎 

 

１．美波町の概要 

 私のまち徳島県美波町由岐湾内地区は、徳島県の南

東部に位置する、海と山に囲まれた風光明媚な漁村で

ある。古くから水産業が非常に盛んな町であったが、

近年の漁獲量の減少や魚価の低迷等により後継者は

減る一方で、かつての賑わいは“今は昔”という状況

である。また、私の町は過去の南海地震によって、破

壊と再生を繰り返してきた町でもある。美波町東由岐

地区にある康暦の碑（写真 1）は、１３６１年の正平

南海地震による被害者の供養碑と伝えられており、現

存する日本最古の津波碑といわれている。 

 

写真 1 康暦の碑 

２．被害想定 

 ３．１１以降、内閣府と徳島県から南海トラフ巨大

地震について、数回にわたり衝撃的な被害想定が公表

されてきた。まず、平成２３年１２月に徳島県が津波

の被害想定に関する暫定値を公表し、その後、内閣府

からも公表された。平成２４年８月には、内閣府から

「美波町の最大想定津波高が２４ｍ」という衝撃的な

数値が公表された。これは徳島県内最大で、地域住民、

とりわけ高齢者には諦め感が広がった。平成２５年度

に入っても、震撼させられるような想定が公表された。

特に徳島県から公表された「美波町の死者数２，４０

０人（人口の約３１％）」という数字は、私たち町職

員を震え上がらせたが、意外にも町内ではほとんど反

響は聞かれなかった。おそらく、度重なる被害想定の

公表と、想像がつかないほどの大きな数値だったため、

「もういい加減にして欲しい」という思いだったのだ

ろう。さらに、追い打ちをかけるような指定もなされ

た。平成２６年３月１１日、徳島県は「津波防災地域

づくりに関する法律」及び「南海トラフ巨大地震等に

係る震災に強い社会づくり条例」に基づく津波災害警

戒区域（いわゆるイエローゾーン）の指定を行った。

海側を見れば津波防災地域づくり法のイエローゾー

ン、山側を見れば土砂災害防止法のイエローあるいは

レッドゾーン。行政は危険な区域の指定はしても、住

み慣れた土地に住み続けるための妙案を示してはく

れない。そのため、我々の地区の住民達は、その土地

に住み続けることへの自信を少しずつ失いつつある。 

 

３．事前復興まちづくり 

 東日本大震災のリアルな被災映像や、度重なる衝撃

的な被害想定の公表により、由岐湾内地区の住民は、

地震・津波に対する諦めや、津波の来ない所に引っ越

したいという意識が芽生え、就職や進学、結婚等を機

に転出する、いわゆる震災前過疎という現象が起こり

始めた。震災前過疎が進めばコミュニティが成り立た

なくなり、自治体基盤の崩壊にも繋がりかねない。一

方、高齢者は、南海トラフ巨大地震から生き残れたと

しても、地区内での復興を諦め、町外に暮らす親族を

頼って移住するだろうと思われる。すると、更なる過

疎を招き、震災で地域が消えてしまうかもしれない。 

 そうならないために、私たちは平成２４年１月から
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「事前復興まちづくり」に取り組み始めた。事前復興

まちづくりとは、南海トラフ巨大地震・津波等の自然

災害リスクや、人口減少・過疎化・高齢化等の社会リ

スクを受け止め、震災前から復興を含めた町の将来像

を共有し、復興対策や地域活性化に取り組むことであ

る。我々の解釈では、復興準備という意味での事前復

興は、災害が起きたとしても人口や町の成長を維持す

ることを目標としているのに対し、事前復興まちづく

りは、まちづくりの視点から、災害が起こる前から地

域の持続性や豊かさ、住民の幸福度を向上させること

を目標としている。我々は、この事前復興まちづくり

によって、地震・津波による被害を最小限にとどめ、

震災前過疎をくい止め、生業やコミュニティの絆を守

り、震災が発生しても地域の消滅を防ぐことができる

と信じている。ところで、事前復興まちづくりという

言葉は、住民の方々にはまだ馴染みのない言葉である

ため、我々は「ごっつい由岐の未来づくりプロジェク

ト」と名付けた。 

 

４．「ごっつい由岐の未来づくりプロジェクト」

の取り組み 

 プロジェクトでは、由岐湾内地区にある３つの自主

防災組織が連携し、平成２４年１月からさまざまな取

り組みを行ってきた。なぜ、連携するかと言うと、事

前復興まちづくりに限ったことではないが、１つの組

織で解決できない課題も、いくつかの組織が連携を図

ることによって解決へのヒントが見つかることがあ

るからだ。由岐湾内地区の３つの自主防災組織は、南

海トラフ地震が発生した場合、同じように被災するだ

ろうが、それぞれの強みや弱みを共通認識し、お互い

に助け合うことで、事前復興まちづくりを進めていけ

ると考えている。さらに心強いことに、プロジェクト

には地元の徳島大学が当初からご協力してくださり、

最新の科学的知見に基づいてサポートしてくれてい

る。 

 プロジェクトでは、事前復興まちづくりの最大テー

マの一つである土地利用について検討してきた。東北

被災地の土地利用計画を参考に、由岐湾内地区での土

地利用計画案を考えるワークショップを実施し、どの

ようにして災害とうまく付き合っていくべきか、住民

どうしで話し合ってきた。なぜ、震災前に土地利用計

画を考えるのか、その意義については次のように考え

ている。復興の妨げとなる問題を事前に解決すること

で復興にかかる時間を最低２年、最長４年短縮できる

からだ。その根拠として、候補地選定と合意形成に１

年、保安林等の指定解除や文化財調査に１年、そして

土地造成に２年かかる。従って、それらを事前に短縮

しておくことは、非常に有意義だと考えている。我々

の目標としては、震災前から宅地等として利用できる

高台を準備しておき、移転希望者がいれば事前に移転

してもらいたいと考えている。特に今後、世帯分離を

する若者が住宅を新築する際、高台も選択肢の一つと

して考えてもらい、既存集落の親世帯と、高台の子世

帯で近居関係を築き、家族ひいては地域の持続可能性

を高めていきたいと考えている。なお、我々は、震災

後に高台移転する行為と区別するため、震災前に高台

を利活用することを高台展開と呼ぶこととした。 

 土地利用計画はまず、徳島大学の協力のもと、高地

開発の候補地を地域内で６か所選定し（図 1）、自然

環境面、生活面、社会面の三つの状況から判断し、そ

れぞれの開発工事の難易度を簡易的に評価した。 

そして候補地の現況特性から、開発に伴う環境、安 

 

図 1 高地開発候補地６か所 
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全、経済、利便、快適などの項目に関して定性的に分

析評価し、結果を出した。さらに６か所の中から２カ

所に絞り込み、具体的な高地開発プランを検討した。

１つは山を削る案（対象地Ａ）、もう１つは谷を埋め

る案（対象地Ｂ）で、対象地Ａは事前復興準備として

震災後に開発すること、対象地Ｂは高台展開地として

震災前に開発することを想定した。検討の結果、宅地

１区画の面積を１００坪とした場合、対象地Ａでは２

９戸分の宅地を確保できることが分かった。私の町の

宅地は近年、約５０坪が平均と言われているので、お

そらく倍の６０戸の宅地が確保できると思われる。ま

た、対象地Ａは山の上に位置するため、暴風や法面等

の安全対策に土地利用面積の多くを緑地帯に取られ

てしまうことも明らかとなった。工事費の概算は約２

７億円だった。 

 一方、対象地Ｂの谷埋め案は、宅地１区画の面積を

１００坪とした場合、１４戸確保でき、宅地１区画を

５０坪で考えると、倍の３０戸程度の区画を確保でき

ることが分かった。土地利用の面積は、対象地Ａより

も緑地面積が小さい分、有効利用率が高い、という結

果となった。対象地Ｂの概算工事費は約３億円だった。 

 

５．住宅・住宅地計画コンペティション 

前述の高地開発プランをベースに昨年度、対象地Ｂ

（写真 2）の安全な住宅地を対象として、住宅・住宅

地計画コンペティションを実施した。徳島県建築士会

や徳島大学のご協力のもと、県内外の建築士や大学研

究機関に対し、防災機能を併せ持ち、安全・安心で魅

力ある住居環境像を提案競技方式で募集した。提案募

集の主旨としては、震災前過疎を防止し、地域の将来

を担う若者世帯に優先的に入居してもらうことで親

世帯との近居関係を築き、平常時はお互いの世帯を支

え合い、災害時には若者世帯が親世帯の避難先となっ

て親世帯の生活再建を助ける、というものだ。募集内

容は以下のとおり。 

 

写真 2 住宅・住宅地計画コンペの対象地 

（１）募集内容 

・対象敷地に若者世帯のモデル住宅を計画する。 

・良好な近隣関係が生まれやすいよう、モデル住宅を

敷地内に１５戸配置する。 

・その対象敷地内に、１５戸を含む近隣既存集落の防

災のための施設、たとえば避難所となる集会所等を

計画する。 

（２）経過 

９月１１日 コンペ実施に関する記者発表 

９月３０日 応募登録の締め切り 

１０月１７日 一般応募者向け現地見学会・説明会、

宿泊体験 

１０月２４日 学生応募者向け現地見学会・説明会 

１２月１５日 作品提出締め切り 

１２月２１日 公開審査会、結果公表 

平成２８年１月１５日 表彰式、入賞者と住民との

座談会 

１月１６日～３月１３日 作品展示 

 

応募登録は、県内外から一般３６チーム（４９名）、

大学からは５チーム（１９名）あった。コンペの対象

敷地は約 8,000㎡という広さで、応募者に対し写真等

による情報提供では限界があるため、現地見学会を実

施した。それと同時に、由岐湾内地区の街並み散策も

実施し、応募者に由岐湾内地区の風土や文化を感じて
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頂き、作品制作の一助にして頂いた。さらに大学生の

応募者には、「親世帯との近居の住まい」のイメージ

を持ちにくいことから、地区内の具体的な「近居の住

まい」を見学して頂き、体験談等を聞いて頂いた。こ

れらの活動を経て最終的には一般と大学生チーム合

せて２２チームから作品を提出して頂き、昭和南海地

震から６９年目となる昨年１２月２１日、厳正なる審

査会を開催し、最優秀賞１作品ならびに優秀賞６作品

を選定した。 

なお、入賞作品についてはジオラマを制作し（写真

3）、住民意見交換会（写真 4）や町広報誌、町役場内

展示等を実施して意見や要望を募るとともに、高台展

開の意識高揚を図った。 

 
写真 3 コンペ入賞作品のジオラマ 

 

 
写真 4 コンペ住民意見交換会 

 

６．今後の展開 

 このように、徳島大学や徳島県建築士会等のご協力

によって、地区内の高台候補地選定やモデル的な住宅

計画づくりまで行うことができた。しかし、実際に高

台展開するには、まだまだ課題が山積している。中で

も費用面が最も大きな課題だか、震災前の高台移転に

対する国の補助制度は、現段階では国土交通省の防災

集団移転促進事業以外に思い浮かばない。この事業は、

津波防災地域づくり法のレッドゾーン（津波災害特別

警戒区域）や移転促進区域の設定を伴うため、コミュ

ニティの分断など、さまざまな危険を伴う可能性があ

る。従って、この制度を使わず、世帯分離等において

緩やかな高台展開を進めていきたいが、宅地造成にか

かる費用対効果を考えると民間の開発業者の介入も、

あまり期待できそうにない。どなたか妙案があれば、

ぜひともご教示頂きたい。 

何はともあれ、高台展開や事前復興まちづくりは一

朝一夕には進まないが、我々は決して諦める訳にいか

ない。なぜなら、次世代へ安心して託せる地域をつく

ること、また、東日本の教訓を活かすことが我々の役

目だからだ。 
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